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低炭素社会への移行可能性
－東日本大震災の影響を考慮して－
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2011年3月11日、東日本大震災が起こり、日本の東北

地方を中心とした地域が壊滅的な被害を被った。しか

も、この地震と津波により、東京電力株式会社の福島

第一原発の電源が非常用を含め、一時ストップし、危

機的な状況に陥った。6月3日現在、状況はまだ予断を

許さず、一刻も早い収束と復興を祈るばかりである。日

本の原子力発電史上でも最大の事故であり、今後のエ

ネルギー政策および地球温暖化対策にも影響を及ぼ

すことは必至である。

東日本大震災と福島第一原発の事故の影響
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家計消費財19部門

燃費向上に
より減少

1 ・・・・・・・18

食料 1

住居 2

電気代 3

ガス代 4

他の光熱 5

上下水道料 6

家事用耐久財 7

冷暖房機器 8

一般家具 9

その他家具等 10

被服及び履物 11

保健医療 12

交通 13

自動車等購入 14

自動車等維持 15

通信 16

教育 17

教養娯楽 18

その他の消費支出 19

省エネ家電に
より減少

購入費は拡大

生産財39部門

変換行列（消費財に対する
各生産財合成比）

1 農林水産業 20 一般機械
2 石灰石 21 電気機械
3 石炭 22 自動車
4 原油 23 輸送機械
5 天然ガス 24 精密機械
6 その他鉱業 25 その他の製造工業製品
7 食料品 26 建設
8 繊維製品 27 電力
9 木製品 28 都市ガス

10 紙・パルプ 29 熱供給業
11 印刷 30 上下水道
12 化学 31 廃棄物処理
13 石油製品 32 商業
14 石炭製品 33 金融・保険
15 窯業・土石製品 34 不動産
16 セメント 35 運輸
17 鉄鋼 36 通信・放送
18 非鉄金属 37 サービス業
19 金属製品 38 政府サービス

39 対家計民間非営利サービス

応用一般均衡モデルー部門ー
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ケース１ GHG無削減ケース（基準ケース）
温室効果ガスの削減を全く行わない基準ケースである。
GDPの2005年から2020年まで年率1.3%成長を仮定。
ケース2 原発拡大ケース
GDP成長率はケース１と同じ。太陽光発電は2800万kW
福島第一原発の6基は停止するが、その他の原子力の新規建設は予定通りで、既設原
子力の稼働率は85%とする。
ケース3 原発現状維持ケース
GDP成長率はケース１と同じ。太陽光発電は2800万kW
福島第一原発の6基は停止し、その他の原子力の新規建設は行わないが、既設原子力
は現状の規模を維持するものとし、その稼働率は85%とする。
ケース4 原発縮小ケース
GDP成長率はケース１と同じ。太陽光発電は3800万kW
2020年において、福島第一、第二原発は稼働せず、その他の既設の原発も運転開始
から30年たった時点で廃炉とする。更に原子力発電のこれ以降の新規建設が不可能に
なったと想定する。これによる電力供給不足分は主に火力発電の増加で対応。
ケース5 原発全廃PV代替ケース
GDP成長率はケース１と同じ。太陽光発電は2億8000万kW
2020年において、福島第一、第二原発は稼働せず、その他の既設の原発も2016年ま

でに全て廃炉とする。更に原子力発電のこれ以降の新規建設が不可能になったと想定
する。原子力全廃による電力供給不足分は太陽光発電の極端な増加で対応する。

本分析で採用した2020年のケース設定



応用一般均衡モデルに盛り込まれた
各ケースに共通の対策（2020年）
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①次世代省エネ住宅（H11年基準）は新築の8割
②次世代自動車は新車販売の5割
③家電製品、自動車のトップランナー制度を継続

④石油化学工業を除く産業部門において2005年の重油等

石油製品燃料利用の80％が天然ガスに転換

⑤モーダルシフト推進：物流の産業連関分析をもとに輸送

部門のCO2排出量を最大44%削減

⑥地球温暖化対策税としては閣僚委員会の方針を念頭に、

石油石炭税収を約1.5倍（約2400億円増税）



原子力の寿命と残存設備容量
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２０１１年 ２０１５年 ２０２０年 ２０３０年
工場プラントサイズ １GW/年 １GW/年 ５GW/年 ５GW/年

モジュール １５０ １２０ １００ ５０

BOS ２００ １５０ １００ ７０

システム全体 ３５０ ２７０ ２００ １２０

（円/w）
太陽電池のコストシナリオ

※現状の工場プラント辺りの生産量は１GW/年に到達しており、
工場規模の拡大によるスケールメリットの影響は少ない
今後のコスト削減は技術開発によるものが大きい。

※各コスト低減の詳細については今後分析を進めていく。

２０１１年 ２０１５年 ２０２０年 ２０３０年

累積導入量 ４GW ３８GW ８０GW

（参考：設備導入量の想定シナリオ）

低炭素社会戦略センター 山田興一 資料より
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応用一般均衡モデルを用いたシミュレーション結果１

今回の事故により、
既設原子力の稼働
率低下、新規建設
の延期が起こるこ
とによるCO2排出
量への影響は非常
に大きい。

原発拡大ケースと
原発縮小ケースで
は、1990年比のエ
ネルギー起源CO2

排出量の差が約
10.6％である。

各ケースの温室効果ガス及びエネルギー
起源CO2排出量の削減率
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応用一般均衡モデルを用いたシミュレーション結果2

今回の事故により、既
設原子力の稼働率低
下、新規建設の延期が
起こることによる家計の
厚生への影響は大きい。
（原発拡大と原発を全
廃し、PVで代替する
ケースでは4兆円程度
の差がある。）

ただし、原子力を全廃し、
PVで代替する極端な
ケースでも、一切の
GHG削減を行わない無
削減ケースよりは、国
民全体の厚生額は高く
なる。

各ケースの家計の厚生総額（兆円）
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(1) 東北関東大震災の影響により、原子力発電の新設と稼働率の向上が
望めない場合の2020年のCO2排出量に与える影響は非常に大きい。本
分析では1990年比でエネルギー起源のCO2に約10.6%の差が出た。

(2) エネルギー政策と低炭素化政策が家計の効用に与える影響を評価した。
その結果、家計の効用を向上させる効果が高いのは、家電製品などエ
ネルギーの最終需要関連製品の効率向上であり、こうした省エネ・創エ
ネ製品の普及を加速するような施策を講じることが重要であることを示
した。この点は、原子力発電の進展に関わりなく成り立つ。

(3) 東日本大震災及び福島第一原発の事故により、原子力を含むエネル

ギー政策と低炭素化政策の見直しは必至である。しかし、エネルギーの
安定供給と低炭素化を目指す長期的な方向性はかわらないであろう。
ただし、1990年比でGHG25%削減を目指すとした政府目標は、ゼロ

ベースで見直す必要がある。また、短期的には、節電、省エネルギーを
中心とした低炭素方策を推進する。中期的には、環境と経済の両立に
資する技術・制度の普及を中心とすべきであり、その中心は省エネル
ギーと新エネルギーである。

東日本大震災以降の低炭素化政策について
－原子力発電の影響を考慮して－


